
平成２４年度主要な政策に係る評価書
（総務省23－⑮）
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二国間・多国間等の枠組み
による国際的な課題を解決
するための協調及び貢献の
推進により、グローバルな
高度情報通信ネットワーク
社会の実現へ貢献する

ICT分野に関する人材育成セミ
ナー等の受講者数

測定指標

100人
【22年度】

日本再生の基本戦略

目標（値）
【年度】

日ASEAN情報通信大臣会合など
の国際会議への参画及び第３回
日印ICT成長戦略委員会などの二
国間での意見交換の実施(７回程
度)

７カ国以上
【23年度】

【23年度】 【23年度】

1

実績（値）又は施策の進捗状況（実績）
【年度】

日本とASEAN加盟10カ国の情報通信
担当大臣等が参加し、日本が表明した
「ASEANスマートネットワーク構想」が
ASEAN各国の支持を得た日ASEAN情
報通信大臣級会合等、計35回実施。

38カ国
【23年度】

二国間での定期協議、政策協
議、国際機関等における会議へ
の参画及び意見交換の実施状況

７回
【22年度】

海外におけるセミナー・シンポジ
ウムの開催、ミッション団派遣等
の実施状況

・４回程度（セミナー等）
・３回程度（派遣等）

【22年度】

225人
【23年度】

・９回（セミナー等）
・６回（派遣等）

【23年度】

ICT海外展開の推進の実施状況5

分野 情報通信（ICT政策）政策15：ＩＣＴ分野における国際戦略の推進

21年度 22年度 23年度 24年度

0 0 0

3,623,613

2,839,283

平成23年12月24日
4.新成長戦略の実行加速と強化・再設計
（1）更なる成長力強化のための取組（経済のフロンティアの開拓）
（3）世界における日本のプレゼンス（存在感）の強化

基準（値）
【年度】

ICT分野に関する途上国との協
力関係構築状況

施策目標

【23年度】

100人以上
【23年度】

・４回程度（セミナー等）
・３回程度（派遣等）

【23年度】

【23年度】

７カ国
【22年度】

【21年度】

政府のパッケージ型インフ
ラ海外展開の方針を踏まえ
た、ICT先進事業国際展開
プロジェクトの推進

相手国においてモデルシステムの構
築・運営を８件実施する等、実証実験
を行ったほか、海外要人招聘、関連調
査等の海外普及支援活動を実施。

国際展開に関する戦略等を踏まえ
て案件を決定し、モデルシステム
の構築・運営を実施し国際展開を
推進

合計（a＋b＋c）

2,868,2872,880,4893,955,984当初予算（a）

平成22年6月18日新成長戦略

施政方針演説等の名称

Ⅱ. 3つの柱と目標
3. 新市場の創出と国際展開

関係部分（抜粋）年月日

第3章　強みを活かす成長分野（３）アジア経済戦略
   　     成長を支えるプラットフォーム（５）科学・技術・情報通信立国戦略

新たな情報通信技術戦略 平成22年5月11日

ICT分野における国際競争
力強化に向けた海外展開支
援等の推進により、グロー
バルな高度情報通信ネット
ワーク社会の実現へ貢献す
る

政策名
（※）

政策の概要

基本目標
【達成すべき目標】

政策の予算額・執行額等

政策に関係する内閣の重要
政策（施政方針演説等のう
ち主なもの）

区　　分

二国間・多国間等の枠組みによる国際的な課題を解決するための協調及び貢献、ICT分野における国際競争力強化に向けた海外展開支援の
推進を通じて、グローバルな高度情報通信ネットワーク社会の実現へ貢献する。

政策の基本目標達成に向けて、二国間・多国間の政府間協議、国際機関への貢献により、ICT分野における国際的な課題解決、連携強化を
図る。また、多様な手段を用いた我が国ICTに関する情報発信等を実施することにより、国際的な互恵関係の構築及び我が国ICT企業の海外
展開支援を図る。

4,705,443

997,876

4,953,860

補正予算（b）

執行額（千円）

予算の
状況（千円）

新たな情報通信技術戦略　工程表 平成22年6月22日
（平成23年8月3日改訂）

5,148,860

0

6,462,896

3.　新市場の創出と国際展開
（1）環境技術と情報通信技術の融合による低炭素社会の実現研究開発等の推進
（5）オールジャパンの体制整備による国際標準の獲得・展開及び輸出・投資の促進

繰越し等（c）



※　政策とは、「目標管理型の政策評価の改善方策に係る取組について」（平成24年３月27日政策評価各府省連絡会議了承）に基づく別紙２の様式における施策に該当。

平成24年９月政策評価実施時期
情報通信国際戦略局
国際政策課長
仲矢 徹

作成責任者名担当部局課室名

目標期間終了時点の総括

目標の達成状況

情報通信国際戦略局 国際政策課
他４課室

○新たな情報通信技術戦略（平成22年５月11日）（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/100511honbun.pdf）
○新成長戦略（平成22年６月18日）（http://www.kantei.go.jp/jp/sinseichousenryaku/sinseichou01.pdf）
○ICTグローバル展開の在り方に関する懇談会　報告書（平成23年７月）（http://www.soumu.go.jp/main_content/000122599.pdf）
○新たな情報通信技術戦略　工程表（平成22年６月22日　平成23年８月３日改訂）
（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/pdf/110803_koutei.pdf）
○日本再生戦略～フロンティアを拓き、「共創の国」へ～（平成24年７月31日）（http://www.npu.go.jp/policy/pdf/20120731/20120731.pdf）
○「知識情報社会の実現に向けた情報通信政策の在り方」（平成23年２月10日付け諮問第17号）答申～Active Japan ICT戦略～（平成24年７
月25日）（http://www.soumu.go.jp/main_content/000169616.pdf）
○ICTを活用した街づくりとグローバル展開に関する懇談会 報告書～「ICTスマートタウン」の実現に向けて～（平成24年７月４日）
（http://www.soumu.go.jp/main_content/000166764.pdf）

○ICTグローバル展開の在り方に関する懇談会（平成23年７月）
日本の優れたICTをグローバル展開するための具体的な施策展開を検討するためICTグローバル展開に向けた国の役割、グローバル展開可
能なICTプロジェクトの案件形成の在り方等についての議論が平成23年１月から開始され、同年７月に最終報告書を取りまとめた。最終報告書
においては、ICT産業のグローバル展開について、我が国企業の積極的な海外展開を図るために、政府間の情報交換や協調体制の構築が有
効であり、官民一体となった取組の推進を提言している。
○情報通信審議会　情報通信政策部会　基本戦略ボード（平成23年11月～）
国際動向や我が国の置かれている現状等を踏まえ、新たなICT総合戦略の策定に向けた議論が平成23年11月から開始され、『「知識情報社
会の実現に向けた情報通信政策の在り方」（平成23年2月10日付け諮問第17号）答申～Active Japan ICT戦略～』において、グローバルな動
向、我が国を取り巻く状況、ICTのトレンド等を踏まえて、崖っぷち日本からの脱出のために、人と情報が集積し、イノベーションが作り出される
環境の整備を行うことが重要であり、これらを実現する新しいICT総合的展開方策を推進することにより、2020年に「情報資源を利活用した国際
競争力あるアクティブな日本（Active Japan ICT）」の実現を目指すことが重要であると結論付けた。
○ICTを活用した街づくりとグローバル展開に関する懇談会（平成24年7月）
我が国の成長を牽引するICTを活用した新たな街づくりの在り方、その実現に向けた推進方策やグローバル展開方策について平成23年12月
から議論が行われ、2015年頃までに「ICTスマートタウン」の先行モデルを実現し、2020年頃に向けて、その国内外への展開を積極的に図るた
め、2012年度から早急に取り組むべき総合展開方策として、「ICTスマートタウン」の実現に向けたロードマップの策定等について提言している。
上記提言等を本評価書の策定に当たって参考とした。

二国間及び多国間協議等への積極的な参画を行うことにより、例えば日米ICT通商原則の策定（平
成24年１月27日）やインターネットエコノミーに関する日米の政策合意（平成24年３月23日）等、ICT先進
国である米国や欧州等を始めとした各国との間で、ICT分野における連携を強化するとともに、成長著し
い中国、南米諸国、ASEAN諸国等のICT分野に関する途上国との協力を推進する枠組みへの合意等に
より協力関係を構築した。また、国際的なデジタルディバイドの解消に資するICT分野に関する人材育成
セミナー等の開催や国際機関等への貢献等を着実に実施していることから、国際的な課題を解決する
ための協調及び貢献を推進し、グローバルな高度情報通信ネットワーク社会の実現へ貢献しているも
のと評価できる。これらの取組については、今後も引き続き積極的な参画を行い、国際的な課題解決の
ための協調及び貢献に取り組んでいく必要があるが、その実施に当たっては、我が国の成長分野であ
るICT産業の海外展開が喫緊の課題となっていることも踏まえ、戦略的に取り組む必要がある。

また、政府のパッケージ型インフラ海外展開の方針を踏まえた相手国におけるモデルシステムの構
築・運営の戦略的な実施や海外におけるセミナー・シンポジウムの開催、ミッション団の派遣等の実施等
は、我が国ICT産業の海外展開支援を効率的に推進し、グローバルな高度情報通信ネットワーク社会
の実現へ貢献しているものと評価できる。引き続き更なる成果を上げるべく、今後もこれらの施策を着実
に展開していく必要がある。

・二国間・多国間等の枠組みによる国際的な課題を解決するための協調及び貢献の推進については、
国際会議への参画や意見交換の実施、途上国との協力関係の構築及び人材育成セミナー等を実施し
たことにより、目標を達成することができた。
・ICT分野における国際競争力強化に向けた海外展開支援等の推進については、海外におけるセミ
ナー・シンポジウムの開催、ミッション団派遣及び相手国においてモデルシステムの構築・運営を実施し
たことにより、目標を達成することができた。

学識経験を有する者の知見
の活用

政策評価を行う過程におい
て使用した資料その他の情
報

政策に関する評価結果

政策に関する評価結果


